
   大津市市道路線の認定等に関する要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）の規定に基づく市道の路線の

認定等について必要な事項を定め、もって市民の生活の利便の向上と、市民福祉の進展

に資することを目的とする。 

 （市道の基本要件） 

第２条 市道として認定しようとする道路は、次の各号のいずれかに該当するものでなけ

ればならない。 

 ⑴ 系統的かつ交通上重要で一般的な道路 

 ⑵ 国道又は県道の路線の廃止若しくは変更又は区域の変更等に伴い、その区間で市道

として存置する必要のある道路 

 ⑶ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）による道路 

 ⑷ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による道路 

 ⑸ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）による道路 

 ⑹ 前３号に掲げるもののほか、関係法令による道路 

 ⑺ 公共事業により整備した道路（整備予定の道路を含む。） 

 ⑻ 諸般の交通事情又は公共的見地から特に市道に編入することが適当と市長が認めた

道路 

 （市道の路線の認定） 

第３条 市道の路線の認定は、次の各号のいずれにも該当する道路について行うものとす

る。ただし、諸般の事情により特に認定が必要と認めた道路及びこの要綱の施行の際現

に市道として認定されている道路は、この限りでない。 

 ⑴ 幅員が原則として４メートル以上（墓地道にあっては、２メートル以上）である道

路。ただし、前条第２号に規定する道路、自転車専用道路、歩行者専用道路又は法令

等により別段の定めがある道路については、この限りでない。 

 ⑵ 公共上特に市道の路線の認定を必要とし、通行上支障のない道路。 

 ⑶ 道路敷地の境界が確定（不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条第１

項に規定する地図又は法務局備付けの地積測量図によりその境界が明らかである場合

を含む。）している道路。 

 ⑷ 本市が道路敷地を所有し、又は使用する権原を確保する条件を満たした道路。 

 ⑸ 起点及び終点が国道、県道又は市道のいずれかに接続する道路。ただし、次のいず

れかに該当する道路にあっては、道路の起点が国道、県道又は市道のいずれかに接続

すること。 

  ア 法令の定めるところにより、本市が引継ぎを受ける道路 

  イ 公共的な施設へ通ずる道路 

  ウ 公共事業により整備した道路（整備予定の道路を含む。） 

  エ 建築基準法第４２条第１項第２号又は第３号に該当する道路であって、その延長

が３５メートル以上であるもの 

  オ 建築基準法第４２条第１項第５号に該当する道路であって、その延長が３５メー

トル以上であるもの又は本市への引継ぎを前提とした協議を経て築造されたもので

市長が特に必要と認めたもの 

カ 終点が通行の用に供されている里道、河川堤防道路等の国有地又は公有地に接続

し、その先が国道、県道又は市道のいずれかに接続している道路 



 ⑹ 沿道に独立して居住の用に供することができる家屋が現に２以上建築されている道

路。ただし、墓地道、自転車専用道路、歩行者専用道路及び公共事業によるもの並び

に法令の定めるところにより本市が引継ぎを受けた道路については、この限りでない。 

 ⑺ 側溝、街渠、集水ます等の排水施設が具備されており、路面排水が適切に処理され

ている道路。 

２ 前項の規定にかかわらず、住民の申出により一団の住宅地内に位置する複数の道路の

敷地を一括で本市が寄附を受ける場合において、その一部の道路の起点及び終点が国道、

県道又は市道のいずれかに接続（終点が国道、県道又は市道に接続していない道路であ

る場合は、前項第５号アからカまでのいずれかに該当するものに限る。）し、その全部

が前項各号（第４号及び第５号を除く。）に該当する道路であるときは、一括で市道の

路線として認定することができる。 

 （市道の路線の廃止及び変更） 

第４条 市道の路線の廃止は、次の各号のいずれかに該当する道路について行うものとす

る。 

 ⑴ 道路の新設又は改築により、既存道路を存置する必要がない道路 

 ⑵ 公益上特に廃止を必要とし、道路管理上支障がない道路 

 ⑶ 付近地域、沿道土地における情勢の変化等の事由により、これを廃止しても交通上

支障がない道路 

 ⑷ 廃止しても、別途国道若しくは県道のいずれかに認定され、又はその区域に含まれ、

道路管理上支障がない道路 

 ⑸ 路線の組替えによる道路 

２ 市道の路線の変更は、次の各号のいずれにも該当する場合に行うものとする。 

 ⑴ 市道の路線の変更により新たに市道となる道路が第２条各号のいずれかに該当する

ものであること。 

 ⑵ 市道の路線の変更を行った場合における当該変更後の市道が前条第１項各号のいず

れにも該当するものであること。 

 （手続） 

第５条 市道の路線の認定を申し出ようとする者は、次に掲げる書類を提出しなければな

らない。ただし、法令の定めるところにより、本市が引継ぎを受ける道路については、

この限りでない。 

 ⑴ 市道路線認定申出書 

 ⑵ 位置図（縮尺３，０００分の１以上） 

 ⑶ 一般平面図（縮尺５００分の１以上） 

 ⑷ 実測求積平面図（縮尺５００分の１以上） 

 ⑸ 道路附属物及び占用物件表示図 

 ⑹ 地積図 

 ⑺ 道路敷となる私有土地調書 

 ⑻ 道路用地寄附申出書 

 ⑼ 登記事項証明書 

 ⑽ 土地所有者の印鑑証明書 

 ⑾ 登記承諾書 

２ 前項各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたときは、次の書類及び図面を添付

しなければならない。 

 ⑴ 認定すべき道路の構造図 



 ⑵ 橋梁に関する調書及び図面 

 ⑶ 関係道路に附属する構造物等の詳細図 

 ⑷ その他必要と認められるもの 

３ 前２項の規定は、市道の路線の変更について準用する。 

 （費用の負担） 

第６条 市道の路線の認定の申出に関して必要な費用は、道路用地の取得に係る所有権移

転登記に要する費用を除き、全て申出者の負担とする。ただし、特別の事由により申出

者の負担に耐えないと認めたときは、この限りでない。 

２ 市道の路線の認定の申出に関して、道路の整備は、申出者において行うものとする。

ただし、特別の事由により申出者の負担に耐えないと認めたときは、認定後年次的に行

うことができるものとする。 

３ 前２項の規定は、市道の路線の変更について準用する。 

 （議案の提出） 

第７条 市道の路線の認定、廃止及び変更の議案の提出は、６月及び１１月の年２回とす

る。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和４７年８月１５日から施行する。 

２ 市道認定基準要綱は、廃止する。 

   附 則 

 この要綱は昭和６１年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成７年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年１１月２８日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２５年６月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２９年４月６日から施行する。 


